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ポポポーーーララランンンドドド政政政治治治・・・社社社会会会情情情勢勢勢   
（（（２２２０００１１１２２２年年年３３３月月月１１１日日日～～～７７７日日日）））   

平成 24 年（2012 年）3 月 9 日 
 

H E A D L I N E S 

政治 

トゥスク首相，ＥＵ財政協定条約に署名 

ポーランド南部で列車衝突事故 

法務相，専門職就業に関する規制改革案を発表 

米国防情報局（ＤＩＡ）長官，ポーランド訪問 

ポーランドとルーマニアとの外務・国防次官級協議開催 

ポーランド・スロバキア大統領会談 

Ｖ４及び東方パートナーシップ・パートナー諸国外相会合 

ウクライナに関する５か国外相共同書簡の寄稿 

コモロフスキ大統領がアフガニスタンを訪問 

シコルスキ外相が訪米 

コモロフスキ大統領，プーチン首相と電話会談 

経済 

中央統計局が２０１１年第４四半期ＧＤＰ成長率発表 

２月の消費者景況感悪化 

フィッチ，ポーランド国債格付け維持 

シェールガス埋蔵量は見込みよりも少ない見通し 

キリアン氏がＰＧＥ社の新社長に 

シフィノウィシチェ・ガスターミナルからＬＮＧが低価格で供給される見通し 

２月の新車販売が新規モデルの牽引により前年同期比９％増 

銅の採掘大手のＫＧＨＭ社がカナダのクアドラ社の買収を完了 

国有財産省がポーランド航空民営化に向けたアドバイザーを選任する方針 

欧州域内にポーランド産食品への警戒が広がる 

エネルガ社が新たなガス火力発電所建設プロジェクトを開始 

社会 
スモラレク氏・元サッカーポーランド代表選手が死去 

大使館からのお知らせ                                                          

経済指標３月版の改訂について 

平成２４年度分教科書の配付について 

東日本大震災義捐金受付について 

文化行事・大使館関連行事 

在ポーランド日本国大使館 

ul.Szwolezerow 8, 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm 
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政    治 

内    政 
 

トゥスク首相，ＥＵ財政協定条約に署名【２日】 

トゥスク首相を含む，ＥＵの２５か国の首脳が新た

な政府間協定，いわゆる財政協定条約に署名。首

相は条約について，現時点でポーランドに義務を課

すものではないが，殆どの規律を既に満たしており，

不安はないとコメント。同条約は２０１３年１月１日ま

でにユーロ加盟国の内１２か国の批准することが発

効要件となっている。 

 

ポーランド南部で列車衝突事故【３日】 

３日夜，ポーランド南部のシチェコチヌイ（シロンス

キエ県）にて，列車同士が正面衝突する事故が発

生。１６名が死亡，５７名が負傷した。４日，現場に到

着したトゥスク首相は，ポーランドにおける最も悲惨

な列車事故であると発言，コモロフスキ大統領は，５

～６日を国家服喪にすると発言。同日，チェンストホ

ーバ検察局は事故原因調査チームを発足させた。５

日，事故現場付近のスタジニ駅で勤務していた線路

操車係が，不作為で路線変更を誤ったとして起訴さ

れた。 

 

法務相，専門職就業に関する規制改革案を発表【４

日】 

４日，ゴーヴィン法務相は，４９の専門職への就業

等に関する規制を撤廃すると発表。トゥスク首相は，

専門集団による不要なシステムを排除し，新規参入

者のアクセス制限を撤廃することが目的と説明。改

正案は閣内議論，１か月の社会協議を経て，４月に

は議会に提出される見込み。法務相は，年末までに

規制排除が実現することを期待。ＰｉＳのカチンスキ

党首も，同法案に反対しないとしている。対象は，弁

護士，法律アドバイザー，債権回収人，管財人，公

証人，スポーツトレーナー，図書館司書，ツアーガイ

ド，運転指導官，タクシー運転手，ガードマンなどを

含む。 

 

外    交 
 

米国防情報局（ＤＩＡ）長官，ポーランド訪問【１日】 

１日，米国防情報局（ＤＩＡ）長官バージェス中将が

国家安全保障局を訪問し，コジェイ長官と会談。欧

州における米軍プレゼンスの減少とその影響，アフ

ガニスタン作戦の推移，両国のＩＳＡＦ作戦における

特殊作戦（活動）の重要性及び北アフリカ・中東方面

の安全保障環境等について話し合われた。 

 

ポーランドとルーマニアとの外務・国防次官級協議

開催【１～２日】 

１～２日，ポーランドとルーマニアの外務，国防副

大臣・次官による協議がワルシャワにて開催された。

両国間の安全保障分野における協力，ＮＡＴＯサミッ

トに向けた取り組み及び各種課題（ＭＤ，アフガニス

タン，スマート・ディフェンス等）について話し合われ

た。 

 

ポーランド・スロバキア大統領会談【３日】 

３日，ポーランド南部のＷｉｔｏｗにてポーランド及び

スロバキア大統領が会談，ＮＡＴＯ首脳会合への対

応，両国国境協力等について協議。 

 

Ｖ４及び東方パートナーシップ・パートナー諸国外相

会合【５日】 

５日，プラハにてＶ４及び東方パートナーシップ・パ

ートナー諸国外相会合が開催され，東方パートナー

シップ諸国の状況について協議。バルト諸国の外相，

アシュトン共通外交・安全保障政策上級代表，フュー

レ拡大担当欧州委員等も出席。 

 

ウクライナに関する５か国外相共同書簡の寄稿【５

日】 

５日，ポーランド，チェコ，独，スウェーデン及び英

の５か国外相が，ＥＵとウクライナとの連合協定の将

来に関する共同書簡をニューヨーク・タイムズ誌他に

寄稿し，ウクライナにおける１０月の議会選挙が自由

で誠実なものになることへの期待を表明した。 

 

コモロフスキ大統領がアフガニスタンを訪問【６日】 

６日，コモロフスキ大統領はアフガニスタンを訪問

し，カルザイ大統領と会談。会談後，「アフガンの問

題は第一に政治的，経済的手段によって解決されな

ければならない。２０１４年のＩＳＡＦの活動終了後も

アフガンを様々な形で支援していきたい」との意志を

表明。この他，大統領はアレンＩＳＡＦ司令官との会談

及びポーランド軍派遣部隊の視察を実施。 

 

シコルスキ外相が訪米【７日】 

７日，シコルスキ外相は，ワシントンでクリントン米

国務長官と会談し，安全保障協力，ベラルーシ，ウク

ライナ，中東情勢等について協議。 

 

コモロフスキ大統領，プーチン首相と電話会談【７

日】 

７日，コモロフスキ大統領がプーチン首相と電話

会談し，露大統領選挙勝利に対する祝意を伝達。 
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経    済 
 

中央統計局が２０１１年第４四半期ＧＤＰ成長率発

表【１日】 

中央統計局の発表によると，２０１１年第４四半

期のＧＤＰ成長率は前年同期比４．３％（当初予測

４．２％）。当初予測では４．２％であった。投資の伸

びは同１０．３％増。国内需要は前年同期比３．３％

の増加。これを受け，ベルカ中央銀行総裁は，中央

統計局が発表していた２０１１年ＧＤＰ成長率予測

（４．３％）が微増修正される可能性があるとコメン

ト。 

 

２月の消費者景況感悪化【１日】 

Ｉｐｓｏｓ社が発表した２月の消費者景況感は，１月

の７３．３ポイントから３．９ポイント下落。過去３年

間で最低のレベルとなった。また，ＨＳＢＣが発表し

た２月のＰＭＩ指数は５０．０％で，１月の５２．２ポイ

ントより下落。 

 

フィッチ，ポーランド国債格付け維持【１日】 

格付け会社フィッチ社はポーランド国債の評価を

外貨建てＡ－，国内通貨建てＡに維持し，安定的と

の見通しを示した。フィッチ社は，格付けを維持する

理由として，財政再建及び赤字削減策に進展が見

られる点を挙げている。さらに，ＧＤＰ成長率につい

て２０１１年は４．３％，２０１２年は２．８％と予測し，

域内では最も高い成長を示す国の一つになると指

摘。また，財政赤字は２０１２年末に３．５％に下落

すると予想。 

 

シェールガス埋蔵量は見込みよりも少ない見通し

【１日】 

ヴォズニアク環境副大臣は，３月２１日にポーラ

ンド地質研究所よりシェールガス埋蔵量に関する新

たな推計が公表される予定を明らかにした。米国エ

ネルギー情報局は，ポーランドの年間消費量の３０

０年分に相当する５．３兆立方メートル以上の埋蔵

量があると推定。同副大臣及びナヴロツキ地質研

究所所長は，実際には同埋蔵量よりも少ないと予

測するも，依然として，採算性はあり，加えて環境

上の問題もないと発言。 

 

キリアン氏がＰＧＥ社の新社長に【１日】 

１日，ポーランド最大の電力会社であるＰＧＥ社

は，ザドロガ前社長の後任として前ポルコムテル社

副社長のクジュシュトフ・キリアン氏を選任。これま

でのところ，新社長は今後の計画について発表して

いないが，同社が決算報告を行う３月１４日以降に

コメントすると約束している。 

 

シフィノウィシチェ・ガスターミナルからＬＮＧが低価

格で供給される見通し【１日】 

シフィノウィシチェ・ガスターミナルの建設プロジェ

クトを監督するガス･システム社のチャンドムＣＥＯ

は，ガスをＥＵ域内で最も安価な水準で供給できる

見通しについて言及。同ガスターミナルの建設費用

は，当初３０億ズロチかかると見られていたが，現

在は２０億ズロチで建設できる見通し。また，ＥＵ補

助金について，６億７，６００万ズロチの受給が決定

しており，今後更に４億６，９００万ズロチを得ること

も期待されている。ターミナルは２０１４年中頃に完

成予定で，５０億立方メートルのガスの受入れ能力

を有する。化学企業や，ＰＫＮオルレン社がガスを

利用することが見込まれている。 

 

２月の新車販売が新規モデルの牽引により前年同

期比９％増【６日】 

ポーランド自動車産業協会（ＰＺＰＭ）が発表した

データによれば，２月の新車登録台数は，新規モデ

ルの投入によって牽引され，前年同期比９％増の２

万３，８００台となった。トヨタ・モーター･ポーランド

は，新規モデルの「アヴェンシス」の投入により販売

が２桁増となり，ポーランド自動車販売市場で第２

位となった。シボレーも新規モデルの「アヴェオ」が

成長を牽引しており，２月の新車販売の半分以上

を同車が占めた。フォルクスワーゲンの「Ｕｐ！」，ヒ

ュンダイ「ｉ４０」もまた２月の新車販売を伸ばした。フ

ィアットの販売は１２％落ち込んだが，同社は「パン

ダ」のニューモデルの販売が形成を逆転することを

期待している。シュコダは５月に「シティゴ」を投入す

る予定。 

 

銅の採掘大手のＫＧＨＭ社がカナダのクアドラ社の

買収を完了【６日】 

ＫＧＨＭ社によるカナダの鉱業会社クアドラＦＮＸ

社の買収が完了。買収価格は２９億カナダドル（９１

億ズロチ）。今回の買収により，ＫＧＨＭ社の銅の生

産量は２５％，１０万トン増加する。また，ＫＧＨＭ社

が所有する銅の埋蔵量は８２０万トン増の３，７４０

万トンとなる。これにより，世界全体の２８％のシェ

アを占め，世界第４位となる。ＫＧＨＭグループは，

現在ポーランド，カナダ，米国及びチリにある９つの

鉱山を運営しており，チリ，カナダ，グリーンランドで

５つの新規プロジェクトを開発，ドイツ，カナダ，ポー

ランドで探査を行っている。 

 

国有財産省がポーランド航空民営化に向けたアド

バイザーを選任する方針【６日】 

バニャク国有財産省副大臣は，ポーランド航空
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（ＬＯＴ）の民営化のためのアドバイザーを選任する

と表明。政府は，今年又は来年にでも，可能な限り

早急にＬＯＴの売却を進めたいとしている。同省はＬ

ＯＴの６７．９７％の株式を有し，このほかに間接的

に地方開発基金が２５．１％を所有。同副大臣は，

戦略的投資家の名前を明らかにしなかったが，メデ

ィアでは，トルコ航空と中華国際航空が同社の売却

に関心を有していると報じられている。専門家は，

「国有財産省が５１％以上の株式を有する筆頭株

主であるにもかかわらず，買い手企業を見つけ出

すのは難しい」と指摘。 

 

欧州域内にポーランド産食品への警戒が広がる【６

日】 

２月末，ポーランド国内で５人の男性が工業用の

塩を食肉加工場に販売した疑いで告訴された事件

に関し，６日，チェコがポーランド産食品の輸入禁

止を発表。チェコの食品製造業者は，消費者に対し

てポーランド産食品の購入を控えるよう警告した。

ドイツ，アイルランド，イングランド，リトアニアでも同

様の動きがみられる。ポーランドの食品安全当局

は，食品に利用された工業用の塩の含有量は非常

に少なく，人体に有害ではないと発表しているが，

食品業界は，外国企業が契約を解除することを憂

慮している。ルブスキエ県では，検査官が２６２の

施設を調査し，このうち４８施設で工業用の塩が見

つかっており，食肉製品，魚製品，パンなどに利用

されていた。 

 

エネルガ社が新たなガス火力発電所建設プロジェ

クトを開始【７日】 

エネルガ社は，ポーランド最大のガス火力発電

所（９００～１，２００ＭＷ）の設計に関する入札を開

始。投資コストは，３２億ズロチと見積もられている。

２０１２年６月末までに設計会社が選定されるととも

に，ＰＳＥオペレーター社との間で送電網への接続

に関する契約を，ガス･システム社との間でガス・パ

イプラインへの接続に関する契約をそれぞれ締結

する予定。スケジュールによれば，設計作業は２０

１３年３月まで行われ，その後，建設業者が２０１３

年中に選定され，２０１６年に完成予定。 

 

 

社    会 
 

スモラレク氏・元サッカーポーランド代表選手が死去

【７日】 

７日，ポーランドサッカー協会（ＰＺＰＮ）は，元サッ

カーポーランド代表のストライカー，ヴォジミエシュ・

スモラレク氏（Ｗｌｏｄｚｉｍｉｅｒｚ Ｓｍｏｌａｒｅｋ）が，ウッチ

の自宅で亡くなったと発表した。５４歳だった。同氏

は，ポーランド代表チームが３位となった１９８２年の

ワールドカップ時のメンバー。代表では１９８０～９２

年まで，６０試合に出場し１３ゴールをあげた。現在，

同氏の息子エウゼビウシュ・スモラレク氏もサッカー

選手として活躍している。 

 

 

大使館からのお知らせ 
 

主要経済指標３月版の改訂について 

中央統計局などが発表した最新の数値をまとめた主要経済指標の３月版を当館ＨＰにアップしました。 

以下ＵＲＬをご参照ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/keizai/documents/keizaishihyou3.pdf 

 

平成２４年度分教科書の配付について 

大使館では，ポーランド在住の邦人子女を対象に，平成２４年度分教科書を配付いたします（ワルシャワ日

本人学校に通学しているお子様には学校から配付されますので，今回の配付の対象とはなりません）。詳しく

は下記ＨＰをご覧ください。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/konsulat/j_20120201.html 

 

東日本大震災義捐金受付について 

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２４年３月３１日（土）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。 

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm 
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文化行事・大使館関連行事 

 

〔予定〕 書道ワークショップ 【３月１３日（火）】 

当館広報文化センターにおいて，書道ワークショップが開催されます。講師は，高瀬佳世氏（書道５段）です。

宮城県出身の高瀬氏は東日本大震災の被災者であり，現在，ボランティアとしてポーランドで活動しています。

入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希望の方は，広報文化センターまでご連絡下さい。 

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa，電話：

22 584 7300，Ｅメール：info-cul@emb-japan.pl） 

 

〔予定〕 第1回将棋大会【３月１７日（土）】 

当館広報文化センターにて、第１回将棋大会が開催されます。入場は無料です。座席に限りがありますので、

参加ご希望の方は、広報文化センターまでご連絡下さい。 

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa、電話：

22 584 7300，Ｅメール：info-cul@emb-japan.pl） 

 

〔予定〕 日本映画「カルテット！」ポーランド初上映 【３月２０日（火）】 

当館広報文化センターにて，日本映画「カルテット！」がポーランドで初めて上映されます。映画の解説は公

式サイト（http://quartet-movie.jp/）をご参照下さい。入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希

望の方は，広報文化センターまでご連絡下さい。 

問合せ先・開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa，電話：

22 584 7300，Ｅメール：info-cul@emb-japan.pl） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。 

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。 

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく, 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。 

 

皆様からの情報提供をお待ちしています 

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。） 

 

【お問い合わせ・配信登録】 

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                             

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。 

在ポーランド日本国大使館 newsmail@emb-japan.pl 

（ご連絡は電子メールでお願いします。） 


